
がんになったら 
手にとるガイド 

患者さんのしおり 

（「がんになったら手に
とるガイド」概要版） 

ちらし 

患者必携（がん患者が必要な情報を取りまとめた冊子）の作成・配布 

紙媒体 

見本版 

8.4万部 

82.6万部 

118万部 

都道府県庁 

保健所 

47ヵ所 

736ヵ所 

660ヵ所 

患 

者 

・ 

家 

族 

連携病院 

がん診療連携 
拠点病院等 

相談支援 
センター 

書店で販売 

診療所 
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患者必携（がん患者が必要な情報を取りまとめた冊子）の作成・配布 

電子媒体 

患 

者 

・ 

家 

族 

ホームページから 
PDFﾌｧｲﾙダウンロード 

携帯電話用 
ホームページ 

14.5万ﾌｧｲﾙ 

6万PV 
(ﾍﾟｰｼﾞﾋﾞｭｰ) 

337万PV 
(ﾍﾟｰｼﾞﾋﾞｭｰ) 

電子出版 
無償提供 

平成22年6月がん情報ｻｰﾋﾞｽ掲載 

平成23年3月開始 
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評価シート67頁参照 
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評価シート67頁参照 



がんに関する冊子  

平成22年度7種類の新規冊子21万冊を 

がん診療拠点病院に配布 

がん診療連携 
拠点病院等 

平成22年3月までに 

39種類の冊子配布済 

相談支援 
センター 

患者・家族 

平成22年度、45施設に 

印刷用ファイルを提供 

各施設で27万冊印刷 
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患者さん、ご家族、一般国民の方 

情報提供 

国立がん研究センター 
 
 

情報編集・情報評価 

がん対策情報センター 

がん対策情報センター患者・市民パネル 

提案、意見 

患者・市民パネル 

広報 

全国から公募した100名のがん患者、ご家族、市民の方に、それぞれの立場からが

ん対策に関する提案、作成された情報のチェック、周りの方への広報などを通して、
がん情報普及のための活動をご支援いただいています。 

主な活動： 

•患者・市民が望むがん情報検討
会での討論に参加 

•新たに公開する情報のレビュー 
•患者必携に対する評価 
•患者必携への体験談の提供 

•市民向けがん情報講演会などの
情報普及協力活動など 
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評価シート68頁参照 



地域がん登録 

38県で実施（うち3県は平成22年度開始、平成23年度6県開始予
定、平成24年度は東京都が開始）→全県実施が近々実現    

26県で標準登録システムを使用→平成23年より当ｾﾝﾀｰで無償ｻﾎﾟｰﾄ
（開始しやすい環境整備） 

33県より34万件（平成18年診断例）のﾃﾞｰﾀ収集し、一定精度を満た
す15県（平成21年より3県増加、全人口の33％）のﾃﾞｰﾀを用いて全国
罹患率を推計→拠点病院からの登録増加により30県（全人口の60%）
へ拡大 

院内がん登録 

全国8ﾌﾞﾛｯｸで初級者研修（修了者配置が拠点病院の指定要件）を実施
→最近3年間で1916人が修了 

357拠点病院より42万件（平成20年診断例）のﾃﾞｰﾀを収集→施設別
集計公表の方針決定 
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がん登録についての取り組み 評価シート69頁参照 



【数値目標の達成状況①】 

中期計画 年度計画 22年度実績 

250件以上 250件以上 290件 

【数値目標の達成状況②】 

○院内がん登録実地調査件数（５年間合計） 

中期計画 年度計画 22年度実績 

130施設以上
（全都道府県 
 で実施） 

25施設以上
（9県で実施） 

31施設 
（9県で実施） 

○病理診断コンサルテーションの件数（年間） 

病理診断コンサルテーションの件数

250 件 250 件

290 件

0 件

100 件

200 件

300 件

中期計画 年度計画 22年度

130 施設

25 施設
31 施設

0 施設

50 施設

100 施設

150 施設

中期計画 年度計画 22年度

院内がん登録実地調査件数
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【数値目標の達成状況③】 

○地域がん登録訪問調査（５年間） 

中期計画 年度計画 22年度実績 

全都道府県で
実施 

15県で実施 33県で実施 

地域がん登録訪問調査

47 

都道府県

15 県

33 県

0 県

10 県

20 県

30 県

40 県

中期計画 年度計画 22年度
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○科学的根拠に基づいた専門的な政策提言 

 「国家戦略としてのがん研究シンポジウムの開催」 

 「都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会への臨床試験部会の設置」 

 「福島第一原子力発電所の被災に伴う放射性物質の健康影響について政策提案を実施」等 

○政策提案を恒常的に実施する組織の構築 

 「企画戦略室の設置・企画戦略会議の開催による政策ｼｰｽﾞの発掘」「ﾅｼｮﾅﾙ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進室の設置」 

 「6NC理事長会議の定期的な開催」等 

○公衆衛生上の重大な危害への対応 

 「宮城県の被災地への医療支援チームの派遣」「福島県へのｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ支援ﾁｰﾑの派遣」 

 「被災地のがん患者の診療の参考となる情報の収集・HPでの情報提供の実施」 

 「被災地のがん患者の積極的な受け入れ（57人）」「被災者に対する義援金の募集・被災地への寄附」等 

○国際貢献 

 「国際交流室の設置」「国際がん登録協議会学術総会への参画(組織委員会担当)」 

 「肝がん全ｹﾞﾉﾑ解読に関する成果のNature Genetics誌への受理（世界初の報告）」 

 「WHO指定研究協力センターとしての活動」「WHO世界禁煙ﾃﾞｰｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｰﾝﾁの実施支援」 

 「たばこ規制枠組条約第４回締約国会議への政府代表としての参加」 

 「がん研究機関との国際連携(复旦大学・台北医科大学・ｶﾛﾘﾝｽｶ研究所等との共同研究契約の締結)」等 

     9.国への政策提言に関する事項 
  その他我が国の医療政策の推進等に関する事項 
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評価シート76頁参照 



１）国際がんゲノムコンソーシャム（ICGC）に設
立メンバーとして参加（ICGC, et al. Nature, 

2010） 

HCV陽性肝がんの、最初の全ゲノム解析（Nature Genetics, 2011） 

２）最新鋭の第２世代シークエンサーを揃えた
コア・ファシリティと、データ解析パイプライ
ンを構築 

がんの全ゲノム・エクソー
ム・トランスクリプトーム解
析 

がんにおける新規変
異や融合遺伝子の同
定 

新規肝がん関連遺伝
子としてTSC1 を同定 
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国際がんゲノムコンソーシャムに参加し、世界で初めて肝がんの全ゲノム解読を報告 

（さらに追加症例のゲノム 

解析が進行中） 

評価シート76頁参照 



国際水準のたばこ政策の実現と国際貢献 
      「喫煙と健康」WHO指定研究協力センター 

WHOたばこ規制枠組条約および
MPOWER政策パッケージの実践 

「タバコフリー築地フォーラム」 
国際水準の政策討議の場 
（5月、6月、9月） 

“Gender and Tobacco”に関す

るモノグラフと世界禁煙デー
啓発資材の開発 

WHO本部/条約事務局
との連携 

WHO地域事務局
との連携 

WHOたばこ規制枠組条約 
第４回締約国会議（ウルグアイ） 
政府代表として出席（11月） 

Photo ©FCA 

Photo ©WHO 

©2011 Google 
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評価シート74頁参照 



国立がん研究センターにおける東日本大震災への支援と情報発信 

3.11 (0) 東日本大震災発生 災害対策本部設置 （院内の安全確認・帰宅困難者への対応） 

3.12 (1) 福島第一原発1号機爆発 

3.13 (2) 福島第一原発3号機爆発 中央病院屋上で放射線量測定を開始 

3.14 (3)   東日本大震災対応委員会設置し情報収集 

3.15 (4)   非常時への院内体制の確立・宮城医療支援隊募集 

3.17 (6)  第１回記者会見 宮城医療支援隊・福島放射線検診隊派遣 

   中央病院屋上の放射線量測定結果をHPに掲載 

   東北地方の放射線治療の施行状況をHPに掲載  

   「がん診療連携拠点病院の被災およびがん患者対応 

     状況調査」 をがん対策情報センタ－HPに掲載 

   被災地からの患者受入（福島医大から骨髄移植患者） 

3.20 (9)  第2回記者会見 宮城医療支援隊・福島放射線検診隊帰院 

3.21(10)   中央病院における水道水・雤水の放射線量測定開始 

3.22 (11) ホウレンソウから放射線検出 国立がん研究センター被災がん患者ホットライン開設 

3.23 (12) 都内浄水場から放射線検出 

3.24 (13)   築地市場の葉野菜の放射性物質の測定をHPに掲載 

3.28 (17)  第3回記者会見 被曝と発がんのリスクについて見解を発表 

3.30 (19)   首相官邸HP「災害情報」に、当センターのHPリンク 

            112 
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いわき市 20 

双葉郡 4 

石巻市 3 

仙台市 4 
10名 

35名 

10名 

1名 

福島原子力発電所 

福島県 患者数 宮城県 患者数 茨城県 患者数 岩手県 患者数 山形県 患者数 合計

いわき市 20 仙台市 4 日立市 6 県内 1 県内 1 57
双葉郡 4 石巻市 2 水戸市 3 計 1 計 1

南相馬市 2 気仙沼市 1 北茨城市 1
相馬市 2 岩沼市 1 計 10
福島市 1 黒川郡 1

喜多方市 1 その他 1

白川郡 1 計 10
白河市 1

須賀川市 1
二本松市 1

耶麻郡 1

計 35

NCC全体 被災地からの受診患者数 地域別 

3月14日～3月31日 時点 

日立市 6 

南相馬市 4 

水戸市 3 

1名 

57人 
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宮城県医療支援団の派遣  3/17(木)～3/20（日） 
地平線（４キロ先）のかなたまで、津波により被害をうけた 国立宮城病院を拠点に活動。 (仙台から車で約40分の宮城県山元町) 

※仙台空港のすぐ南にあり、地震と津波後、県内で最も通信状態の復旧が遅れた場所 

支援内容：   
①支援物質の搬送 
②緊急疾患診療支援、 
  慢性疾患の増悪防止、 
  インフルエンザ等の蔓延防止 
③被災者・医療従事者のニーズを分析 
   （当直を行い現地の医師を支援） 
④情報収集 
   （被災者の状況・がん患者の状況） 
⑤「定期服用薬剤を確保するための 
  システム」を、構築するための調査 
 
国立宮城病院の支援、 
約3,000人が避難している 
16か所の避難所を巡回して診察も行い、
入院患者や避難されている方々を 
安心させることができたと報告された。 
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福島県へのスクリーニング支援団の派遣 3/17(木)～3/20（日） 

福島県災害対策本部 にて、現地スタッフとミーティング 

スクリーニング作業の分担施設がそれぞれ割り振られる 

福島県内の避難所等、福島市を中心に、原発から45～60km圏内で活動 

 
支援内容： 
① スクリーニング 
② 除染 
③ 医療機関への 
  振り分け 

 

住民の多くが 
不安をかかえて 
生活・避難しており、 
 
放射線科医として 
現地に赴いたことで、 
住民達からの質問に対し 
放射線知識をもって 
正しく答えることができ、 
 
住民や避難民達を 

安心させることができたと
報告された。 
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義援金の寄付について 

○ 国立がん研究センターは、当センター職員から寄せられた義援金総額 

 1501万円を、東日本大震災被災地域である東北3県（岩手県、宮城県、  

 福島県）に寄付した。 

   
○ この義援金については、3県の被災状況に按分する形で配分し、理事長  

 が各県に赴き、岩手県に400万円、宮城県に700万、福島県に401万円 

 を、それぞれ直接手渡した。 

宮舘岩手県副知事への義援金寄付 福島県保健福祉部長への義援金寄付 村井宮城県知事への義援金寄付 

評価シート75頁参照 



○診療部門の改革 

 「入院診療と外来診療を統合的に管理できる診療体制の構築(責任と権限を明確化した診療科長制の導入)」 

 「副院長複数制度の導入による病院長補佐体制の整備」 

 「副院長の役割と院内での位置付けの明確化」 

 「副看護部長の増員・二交替制勤務の拡大による看護体制の強化」等 

○研究部門の改革 

 「研究業務を普遍的・効率的に遂行できる研究体制の構築(世間の流行に左右されない研究体制の構築)」 

 「副所長複数制度の導入による研究所長補佐体制の整備」等 

○臨床研究部門の改革 

 「臨床試験管理室と臨床試験支援室の統合（CRC部門、DM部門、医師主導治験支援部門の統合）」 

 「ﾅｼｮﾅﾙ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進室の設置」等 

○教育研修部門の改革 

 「教育担当の副院長・副看護部長の配置」「教育研修協議会の定期的開催」等 

○管理部門の改革 

 「理事会の設置」「総務部・人事部・企画経営部・財務経理部の４部体制への移行」 

 「監査室・広報室・知的財産戦略室・国際交流室の設置」 

 「事務職員を対象としたSD(ｽﾀｯﾌﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ)研修の開催」等 

    10.効率的な業務運営に関する事項 
  (1)効率的な業務運営体制 
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○ 国立がん研究センターの総人件費は平成22年度107億円であり、平成21年度比で10.4％ 

 （約10億円）増となっている。 
  

○ 今般の人件費の増加は、がんその他の悪性新生物に関する高度先駆的医療の開発・普及な 

 ど、国立がん研究センターの役割を着実に果たすために、①医師・看護師等の医療職の増員 

 及び②特に手薄な人員配置となっている事務職の増員を行ったものである。 
    

○ なお、法人のアクティビティーを高めるための人員体制を強化する一方で、年度計画比で 

 約12億円に上るコストの削減を実施した結果、法人全体で22年度計画を大幅に上回る黒字 

 （※１）となっている。（※１：総収支 22年度計画3.1億円→22年度実績25.8億円（22.7億円、＋732％） 

 

○ また、人件費の増加に対して運営費交付金は充当しておらず、国から承継した債務も着実 

 に解消（※２）しているところである。 

 （※２：財政融資資金借入残高 22年度承継時170.7億円→22年度末154.8億円（▲15.9億円、▲9.3%）） 

 

○ 今後は、技能職の退職後丌補充、給不カーブ・調整額の適正化などの効率化努力を継続す 

 る中で、病院収支の向上に努め、外部研究費や寄附金の獲得について努力する等、今以上に 

 効率的な運営が達成されるための検討を進める。 
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総人件費改革への対応について 評価シート81頁参照 
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75

23 25.2
18.2 20.6 22.5 23.4

14.7

43.5

25.1

104.3

101
110.7

91.6
95.9

99.3
86.8

75.6

90.6

95.2

29.5

31.5

25.9

29.5
26.6

24.6

23

16

24.7

25.4

21.7 19.6 18 15.4 14.8 11.1 10.3 9 8.7 14.4

8.7 16.6 15.8 19.1 16.5
14.5

7.5 11.9
5.9

14.7

国立大学法人 済生会 日赤 厚生連 市町村 都道府県 労災病院 国立病院機構 がんセンター 平均

入院患者100人当たり職員数（病院部門・平成21年度）

医師 看護師 医療技術職員 事務職員 その他

医
療
職
種

事
務
職
等

（単位：人）

（厚生労働省「２１年度医療施設調査・病院報告」参照）

※がんセンターにおける事務職員

の数については、研究所等の

病院部門以外の事務職員数を

含む

病院部門における事務職員の数は国立大学法人の半分以下

評価シート81頁参照 
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平成２２年７月１日現在（がん研究センターの非常勤職員及び派遣職員は４月１日現在） (単位：人）

がん研究ｾﾝﾀｰ
中央病院600床

山形大学医学部
附属病院604床

差引
がん研究ｾﾝﾀｰ
中央病院600床

山形大学医学部
附属病院604床

差引
がん研究ｾﾝﾀｰ
中央病院600床

山形大学医学部
附属病院604床

差引
がん研究ｾﾝﾀｰ
中央病院600床

山形大学医学部
附属病院604床

差引

総務部門 6 7 △ 1 2 4 △ 2 3 3 11 11

人事部門 12 9 3 1 3 △ 2 2 2 15 12 3

財務経理部門 11 30 △ 19 1 6 △ 5 21 1 20 33 37 △ 4

医事部門 7 24 △ 17 1 6 △ 5 71 55 16 79 85 △ 6

企画経営部門 5 5 5 5

監査部門 1 1 1 1

がん対策情報ｾﾝﾀｰ 9 9 2 2 31 31 42 42

その他 1 1 1 1 3 3 5 5

教育部門 18 △ 18 7 △ 7 1 △ 1 26 △ 26

総　　合　　計 52 88 △ 36 8 26 △ 18 131 57 74 191 171 20

部門

事務職員の人員配置について（がん研究ｾﾝﾀｰ中央病院と山形大学医学部附属病院との比較）

（注）◇契約係、研究所事務係、研究事務専門職については、組織上は総務部門に配置されているが、実質的な業務から財務経理部門に計上(常勤６人・派遣１６人)
　　　◇施設管理業務（委託７５人）、システム運用業務（委託４０人）の人員配置については、山形大学が医学部では当該契約を行っていないこととの均衡を図る
　　　　ため、事務職員の配置数に計上していない
　　　◇欠員ポストは人員配置があるものとして計上（医事室長、がん対策企画課長）
　　　◇山形大学の事務局本部が行っている業務に係る人員配置は計上していない

派遣職員・業務委託 合　　計

事務職員の配置数

常勤職員 非常勤職員

評価シート81頁参照 
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◇22年4月の独法化以降、88名の増員を実施 ※全て常勤職員の増員 

 医 師  2名（麻酔科医の確保に伴う診療体制の強化） 

 看護師  42名（7対１対応や3人夜勤体制の拡大等に伴う看護体制の強化） 

 治験ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 13名（治験体制の強化） 

 薬剤師 11名（外来化学療法の体制強化等） 

 理学療法士・作業療法士 2名（がんﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ機能の強化） 

 がん相談専門員 3名（がん相談支援体制の強化） 

 事務職員 15名(知的財産戦略室、広報室等の設置に伴う事務部門の体制強化) 

  

◇役員自ら面接試験 

 書類選考者数 約750名、理事長の面接者数321名 

 

職員の増員について 

評価シート111頁参照 
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評価シート111頁参照 



研究員 

 

研究補助者等 

研究者個人が 

直接契約した職員 

常
勤
・
非
常
勤 

派
遣 

H23 

3.31 H23 

3.31 

H23 

3.31 

H23 

4.1 H23 

4.1 
H23 

4.1 

        常勤        非常勤        非常勤(研究者個人契約からの切替職員)        派遣 

職員数と雇用形態(研究所) 

研究者個人が契約していた職員を、 

法人雇用へ切り替えることにより、 

ガバナンスの向上を図ることが可能となった 

（財源は個人研究費であるため法人負担はなし） 
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評価シート111頁参照 
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評価シート4頁参照 



医療イノベーション推進室 

医 療 イ ノ ベ ー シ ョ ン 体 制 図  
医療イノベーション会議   議  長：      官房長官 

  構成員：   関係政務３役  
オブザーバー：  長谷川 製薬協会長、荻野 医機連会長、嘉山 がん研究センター理事長、   
                         橋本 循環器研究センター理事長、矢崎 国立病院機構理事長、 
    松本 東大副学長、濱口 名大総長、塩田 京大副学長、末松 慶大医学部長、 
           山田 筑波大学長、近藤 ＰＭＤＡ理事長、 
           西川 理研発生･再生科学総合研究センター副センター長 

（官） 

八山 経産省企画官 
渡邉 文科省企画官 
中山 厚労省企画官 
広瀬 経産省補佐 
立石 ＰＭＤＡ 
佐藤 厚労省室長 
松尾 内閣参事官 

佐藤 経産省補佐 

島居 文科省補佐 

釜井 文科省補佐 

斉藤 文科省補佐 

橋本 厚労省補佐 

宮田 厚労省補佐 

岡   厚労省事務官 

林   厚労省補佐 

高江 厚労省補佐 

蛭田 厚労省補佐 

大江 内閣官房補佐 

（産） 

岡本 武田薬品 
浅野 オリンパス 
村越 テルモ 
百瀬 アステラス 

（学） 

山本 がんセン 

岸本 循セン    

★赤字は週２～３日以上勤務  

★黒字は非常駐 

運 営 委 員 会  

室長、室長代行、次長、４府省審議官 等   

230615現在 

     次長： （官 ） 立岡 内閣審議官 
            （学 ） 門脇 東大、 小川 京大、 澤 阪大 
           （NC） 藤原 がん研究センター、  妙中 循環器研究センター 

           （産 ） 土屋 製薬協（ｴｰｻﾞｲ）、髙橋 医機連（富士ﾌｨﾙﾑ）   

※１月７日発足 

 事務局長： 官房副長官 

 室長（内閣参与）：中村 東大 

   室長代行：岡野  東京女子医大 
        田中 島津製作所 
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評価シート4頁参照 
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評価シート81頁参照 



    11.効率的な業務運営に関する事項 (2)効率化による収支改善 
         電子化の推進 

○経営改善への取り組み 

 「費用の節減や収入の確保等により、経常収支率100%以上を達成(107%）」等 

（費用の節減） 

 「全ての購入伺いを理事長決裁とすることにより職員のコスト意識を徹底」  

 「人事院勧告を踏まえた給不改定の実施により約1億円の人件費を節減」 

 「６ＮＣによる共同調達により医薬品等の契約単価の見直しを実施」 

 「施設整備部門への専門家の配置により建築関連ｺｽﾄの見直しを実施」等 

（収入の確保） 

 「診療報酬の上位基準の取得 (7対1入院基本料・急性期看護補助体制加算等)」 

 「病床稼働率の改善・手術件数の増加」「外部ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの登用により診療報酬請求事務の適正化を推進」 

 「督促ﾏﾆｭｱﾙの整備やｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞの導入により、医業未収金の回収・新規発生の防止を実施」等 

○電子化の推進による業務の効率化 

 「職員への通報や委員会資料の掲載を電子化」「病院情報ｼｽﾃﾑの仕様の見直しにより経費節減を徹底」 

 「国内外の文献を効率的に検索できる新たな文献検索ｼｽﾃﾑ(web of science)の導入により研究環境を改善」等 

○財務会計ｼｽﾃﾑ導入による月次決算の実施 

 「財務会計ｼｽﾃﾑの導入により会計業務を効率化」「診療科別ﾃﾞｰﾀの把握・評価により経営管理を徹底」 

 「月次決算の実施により財務状況の把握・経営改善を実現」等 
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   ＋12億円 

   

 

 

△11.7億円 

   

＋26.2億円 

 

平成22年度計画 経常利益 

平成22年度 当期利益 25.8億円 

区 分 22’計画（億円） 22’実績（億円） 差額（億円） 

経常収益        416.6        442.8 26.2 

経常費用        413.5        413.2 △0.3 

経常収支           3.1           29.6  26.5 

臨時利益       0.6             3.3    2.7 

臨時損失         0.6             7.1   6.5 

総収支             3.1          25.8 22.7 

○患者数増に伴う増          9.9億円 

○診療報酬改定に伴う増    14.7億円 

○競争的研究費の増      11.0億円 

○運営費交付金収益の減   △4.9億円 

○治験収入の減       △3.0億円 

○その他            △1.5億円 

法人のアクティ
ビティーを高め
たことに伴う 
人件費等の増 

 
 

費 
 

 

用 
 

収 
 

 

益 

平成22年度 経常利益 29.6億円 

3.1億円 

○経費の減                         △8.9億円 

○減価償却費の減                △3.1億円 

○増員等に伴う人件費の増   8.6億円 

○材料費の増                   3.1億円 

経費節減により
人件費等の増に
係る財源を確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

臨時損益△3.8億円 

国立がん研究センターの財務状況（平成22年度） 

経常利益
26.5億円
の改善 
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評価シート86頁参照 
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3,830 件 3,904 件

0 件

1,000 件

2,000 件

3,000 件

4,000 件

5,000 件

21年度 22年度

全身麻酔手術件数（中央病院） 病床稼働率（中央病院）

89.0 ％ 90.8 ％

0.0 ％

25.0 ％

50.0 ％

75.0 ％

100.0 ％

21年度 22年度

法人のアクティビティーの向上① 

評価シート88頁参照 



25 人

38 人

0 人

10 人

20 人

30 人

40 人

50 人

21年度 22年度

レジデントの応募数（中央病院）看護師の離職率（中央病院）

12.9 ％

11.9 ％

0.0 ％

10.0 ％

20.0 ％

21年度 22年度
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法人のアクティビティーの向上② 
評価シート88頁参照 



15 ％

19 ％

0 ％

5 ％

10 ％

15 ％

20 ％

25 ％

中期計画 年度計画 22年度

一般管理費の削減率

【数値目標の達成状況①】 

中期計画 年度計画 22年度実績 

5年間累計
100%以上 

100%以上 107% 

【数値目標の達成状況②】 

○一般管理費の削減（対21年度） 

中期計画 年度計画 22年度実績 

15%以上 － 19% 

○経常収支率 
100 ％ 100 ％

107 ％

0 ％

50 ％

100 ％

中期計画 年度計画 22年度

経常収支率
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【数値目標の達成状況③】 

○医業未収金比率の縮減（対21年度） 

中期計画 年度計画 22年度実績 

0.12% － 0.08% 
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医業未収金比率

0.12 ％

0.08 ％

0.00 ％

0.05 ％

0.10 ％

0.15 ％

中期計画 年度計画 22年度



○内部統制のための組織構築 

 「理事会の設置」 

 「理事会の議事概要の公表」 

 「ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに通じた弁護士の理事長特任補佐への登用」 

 「監査室の設置」 

 「6NCの監事・監査室による連絡会議の開催」  

 「責任と権限を明確化した診療科長制の導入」 

 「全体運営会議の開催により情報の共有化を推進」 

 「目安箱の設置による職員等の意見の吸い上げ」 

 「法人運営の透明化（理事会の議事概要や丌祥事の公表等）」 

 「各種委員会資料の公開（法人内部）」等 

○契約業務の適正な遂行 

 「契約審査委員会の審査により契約業務の競争性・透明性等を確保」 

 「監事及び外部有識者で構成される契約監視委員会の設置により契約業務の適正性の検証を実施」 

 「契約監視委員会の指摘事項を踏まえた契約業務の改善」等 

 

  

12.法令遵守等内部統制の適切な構築 

133 



134 

各種委員会資料の公開（法人内部） 評価シート91頁参照 



135 

法人運営の透明化（理事会の議事概要や丌祥事の公表等） 

評価シート114頁参照 



○外部資金の獲得 

 「HPへの掲載・ﾎﾟｽﾀｰの掲示等により民間企業や患者等からの寄附金約1.5億円を受領」 

   ※民間企業1.4億円・患者0.1億円 

 「民間企業等から治験等の外部資金約18.7億円を獲得」 

   ※治験（18億円）・共同研究（0.7億円） 

 「厚生労働省等から積極的に競争的研究費約53.9億円を獲得」等 

   ※厚生労働科学研究費補助金（37.8億円）・文部科学研究費補助金（2.5億円）・ 

    医薬基盤研究所（8.7億円）・科学技術振興機構（1.7億円）・NEDO（0.8億円）等 

○資産管理 

 「定期預金及び譲渡性預金による資金運用による財務収入の獲得」等 

○長期借入金の管理 

 「仕様の見直しや補助金の受入等により借入金を約10億円縮減(28億円→17.7億円(23年度へ繰越))」 

○剰余金の使途 

 「収支差25.8億円は、将来の投資（建物の整備・修繕等）と借入金の償還に充当する予定」 

  

13.予算、収支計画及び資金計画等 
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寄附金等の外部資金の獲得について 

評価シート105頁参照 



3,400百万円

0百万円
0百万円

2,000百万円

4,000百万円

中期計画 年度計画 22年度

短期借入金

【数値目標の達成状況①】 

中期計画 年度計画 22年度実績 

－ 28億円以内 借入実績なし 
(繰越17.7億円) 

○長期借入金 

長期借入金

28.0億円

0.0億円
0.0 億円

10.0 億円

20.0 億円

30.0 億円

中期計画 年度計画 22年度

【数値目標の達成状況②】 

○短期借入金 

中期計画 年度計画 22年度実績 

－ 
3,400百万

円以内 
借入実績なし 
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○人事システムの最適化 

 「全職員を対象とした業績評価制度を導入」 

 「幹部職員及び新規採用職員への任期付き任用制度の導入」 

 「国立大学法人や医薬品医療機器総合機構等との人事交流の推進」 

 「女性の働きやすい環境の整備（院内保育所における24時間保育の開始等）」 

 「医師とその他医療従事者との役割分担の見直し（医療ｸﾗｰｸの導入）」等 

○人事に関する方針 

 「能力のある非常勤職員や派遣職員の常勤職員への登用」 

 「公募を基本とした優秀な人材の確保（研究所長・診療科長・人事部長等）」 

 「医師・看護師の確保（手当創設等による処遇改善・増員による勤務環境の改善・退職理由の把握等）」 

 「技能職の外部委託の推進（ﾎﾞｲﾗｰ業務・洗濯業務の全面委託等）」等 

○その他の事項 

 「アクションプランの作成・周知・公開」 

 「患者目線から考えた情報公開の推進（先進医療の提供状況、治験の実施状況等）」  

 「目安箱の設置による職員等の意見の吸い上げ」 

 「優秀な職員の表彰制度の創設（国立がん研究センター医学会賞・医療賞・教育賞・社会賞等）」等 

  

14.その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

139 



140 

①任期付任用制度の導入 

 幹部職員及び新規採用職員には、公募の上、任期付任用制度を導入し、
適度の緊張感を持って業務に従事させている。 

 

②能力のある職員の登用 

 能力のある派遣職員や非常勤職員は、理事長自ら面接の上で、積極的
に常勤職員へ登用する道を開くとともに、常勤職員の昇任については、
候補者を全て理事長が面接の上で最終判断した。 

 

③業績評価制度の導入 

 全職員を対象とした業績評価制度を導入し、積極的に業務改善に取り
組むやる気のある職員を人事上評価するようにした。 

人事制度の改革について 評価シート110頁参照 
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１．レジデントの処遇の改善について   
 ○時間給単価を改善（平成21年度の年収350万円程度→550万円以上） 
  
２．がん相談対話外来手当の創設       
 ○ 従来の専門医師のみによるセカンドオピニオン外来ではなく、医師・看護師が患者とその家族 
  とともに対話しながら、がんの悩みについて答える「がん相談対話外来」を開設することに伴い、 
  「がん相談対話外来手当」創設 
 ○支給額：5,000円／回 
  
３．観血的処置でリスクの高い業務に対する危険手当の創設  
 ○医師の医療技術を評価する観点から観血的処置手当を創設 
 ○手術などのリスクの高い観血的処置を実施した医師に対して手当を支給 
 ○支給額：診療報酬の一定割合を医師に還元 
  
４．ガバナンス手当の創設  
 ○科長・副科長に対して、組織目的をより確実に実現するためガバナンス手当を導入 
 ○支給額： 30,000円／月 
  
５．夜間看護等手当の改定 
 ○看護師の確保及び他施設の状況を勘案し、深夜における勤務時間について、夜間看護等手当を改定 
 ○支給額 （現行）7,600円 → （改定）10,000円 ※都内の大学病院や大規模病院並み 
  
６．専門薬剤師手当の創設 
 ○がん専門薬剤師の専門性を評価する観点から専門薬剤師手当を創設 
 ○支給額：5,000円／月 

※厚生労働省関連の病院で初めてのドクターフィー等を創設 

職員の処遇改善 
評価シート112頁参照 



第１回国立がん研究センター医学会総会開催 

平成23年12月10日 国際交流会館  

• 国立がん研究センターにおいて
当該年度に診療、教育、社会活
動において著しい成果をあげた
ものを表彰する。 

• 対象は全職員 

• 医学会賞は若手、中堅医療・研
究職のやる気を励起するため優
秀な研究者を表彰 

• 社会賞は社会貢献など外部との
活動で貢献したもの 

• 医療賞は医療業務の質の向上
に貢献したもの 

• 特別賞はセンター内の種々の問
題解決に貢献したもの 

 

医学会賞金賞は 

研究所 増富健吉先生 
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第１回国立がん研究センター医学会総会受賞者一覧 

• 医学会賞金賞 増富 健吉 （研究所 がん幹細胞研究分野 分野長） 

• 医学会賞銀賞 大木理恵子 （研究所 腫瘍生物学分野 研究員） 

• 医学会賞銀賞 関根 郁夫 （中央病院 呼吸器腫瘍科） 

• 医学会賞銅賞 橋本 堅治 （中央病院 がん専門修練医） 

• 医学会賞銅賞 中尾 将之 （東病院 がん専門修練医） 

• 医療賞     高島 淳生 （がん対策情報センター） 

• 同        和田 千恵子 （中央病院 がん看護専門看護師） 

• 同        市川 智里 （東病院 がん看護専門看護師） 

• 教育賞     関根 郁夫  （中央病院 呼吸器腫瘍科）  

• 同        後藤田 直人 （東病院 肝胆膵外科医長）  

• 社会賞     樋口 由起子 （中央病院 相談支援室） 

• 同        坂本 はとえ  （東病院 相談支援室） 

• 同        依田 明久  （中央病院 医事専門職） 

• 特別賞     境田 正樹 （国立がん研究センター理事長特任補佐） 

• 同        丸口 ミサエ （中央病院 看護部長） 

• 同        国立がん研究センター 全職員 
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